
省令の主な改正内容 Ⅰ

○ DB・DC（企業年金制度）から中退共制度への資産移換について

⑴ 中退共制度の掛金納付月数への通算方法及び退職金額の算定方法等の詳細
について定める。

・ 資産移換をした場合の退職金額は、移換時から通算した掛金納付月数分
遡った月に退職金共済契約の効力が生じたものとみなして算定する。等

⑵ そのほか、資産移換をする際の手続等について定める。

DB・DC⇒中退共への資産移換の際の手続概要

資産管理運用機関等

【DB・DC】 【中退共】

勤労者退職金共済機構

①資産移換契約

事業主

④移換

②中退共加入
③資産移換申出②資格喪失手続

機構に資産移換する
旨の申出 等 ・従業員ごとの移換額等を記

載した移換申出書
・従業員が移換に同意したこ
とを証する書類 等

機構が口座指定した日
から起算して60日以内

加入促進のための掛金負担
軽減措置の適用なし

移換額の総額を一括して移換
すること 等を約する



省令の主な改正内容 Ⅱ

○ 中退共制度からDB・DC（企業年金制度）への資産移換について

⑴ 今般の資産移換が可能となる要件である「会社法その他の法律の規定によ
る合併、会社分割その他の行為として厚生労働省令で定める行為」（以下
「合併等」という。）について定める。

⇒ 詳細は後述

⑵ 資産移換の申出を行うことができる期限を「合併等」から１年以内とする。

⑶ そのほか、資産移換をする際の手続等について定める。

中退共⇒DB・DCへの資産移換の際の手続概要

資産管理運用機関等

【DB・DC】 【中退共】

勤労者退職金共済機構

共済契約者

③移換

①中退共解除
②資産移換申出①加入

・合併等を証する書類
・移換対象者の氏名等を記載
した移換申出書
・被共済者が移換に同意した
ことを証する書類 等移換に関して必要な事項について

被共済者への説明義務

移換先となるDB・DCの要件
・移換額が一括して払い込まれ
ること(DB・DC)
・移換額がDBの積立不足に補填
されないこと(DB) 等



「合併等」の範囲について

○ 今般の資産移換が可能となる「合併等」をした場合とは、従業員の労働条件
（権利義務）の承継を伴う事業再編類型である、合併（吸収合併・新設合併）、
分割（吸収分割・新設分割）、事業譲渡により、１つの中小企業に企業年金制
度と中退共制度が併存する場合とする。
※ なお、会社法以外の法令に基づく、これらに相当する行為も含む。

① 合併（吸収合併及び新設合併）

Ａ社
＜DB／DC＞

Ｂ社
＜中退共＞

Ａ社
＜ＤＢ/ＤＣ＞

Ｂ社
＜中退共＞

Ｃ社

＜ＤＢ/ＤＣ＞＋＜中退共＞

○ 吸収合併
会社が他の会社とする合併であって、合併により消

滅する会社の権利義務の全部を合併後存続する会社に
承継させるもの（会社法第２条第27号）。

○ 新設合併
２以上の会社がする合併であって、合併により消滅

する会社の権利義務の全部を合併により設立する会社
に承継させるもの（会社法第２条第28号）。

A社
＜DB／DC＞

＋
＜中退共＞



② 分割（吸収分割及び新設分割）

○ 吸収分割
株式会社又は合同会社がその事業に関して有する権

利義務の全部又は一部を分割後他の会社に承継させる
こと（会社法第２条第29号）。

○ 新設分割
１又は２以上の株式会社又は合同会社がその事業に

関して有する権利義務の全部又は一部を分割により設
立する会社に承継させること（会社法第２条第30号）。

Ｃ社

＜ＤＢ/ＤＣ＞＋＜中退共＞

③ 事業譲渡

合併、分割のような組織法上の行為と異なり、財産の
処分などと同じ取引行為として、事業の全部又は一部
の譲渡をするもの（会社法第467条）。

※ 事業譲渡により退職給付制度といった従業員の労働条件が
承継される場合に限る。

Ａ社
＜DB／DC＞

A社
＜DB／DC＞

＋
＜中退共＞

B社
＜中退共＞

Ａ社
＜ＤＢ/ＤＣ＞

Ｂ社
＜中退共＞

Ａ社
＜DB／DC＞

A社
＜DB／DC＞

＋
＜中退共＞

Ｂ社
＜中退共＞


